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１ 平成３１・３２年度競争入札参加資格の認定（平成３１年４月１日

認定予定）並びに格付及び発注基準について 
 

 

 

（１）平成３１・３２年度競争入札参加資格の認定 

格付の認定は、経営事項審査の総合評定値に発注者別評価点を加えた「総合数値」

と経営規模等評価結果通知書に記載されている年平均完成工事高を基に行います。

なお、「東広島市建設工事等請負業者選定に関する規程」の建設工事種類別格付基

準の改正は、ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資格認定者数 

地域区分 認定予定者数 前回認定者数※2 

 市内※1 167 者 165 者 

県内 370 者 360 者 

県外 356 者 370 者 

合計 893 者 895 者 

※1「市内」とは、東広島市内に建設業法上の主たる営業所かつ登記の本店

を有する者をいいます。 

※2 平成２９・３０年度当初資格認定時の認定者数 

 

（３）平成３１・３２年度競争入札参加資格の有効期間 

平成３１年４月１日から平成３３年３月３１日までです。 

ただし、平成３３年４月１日以降においても平成３３年度の入札参加資格の認定

が行われていないときは、平成３３年度の入札参加資格が認定されるまで有効とし

ます。 

 

（４） 建設工事種類別格付基準及び格付別標準発注金額表 

  ア 建設工事種類別格付基準 

   次の表の区分に従い、格付（Ａ，Ｂ，Ｃ）を決定し、認定します。 

「総合数値」 
 

 

 

    ＋ 

経営事項審査 

「総合評定値」 
経営事項審査 

「年平均完成工事高」 

「格付」 

Ａ，Ｂ，Ｃ 

「発注者別評価点」 
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建設工事種類別格付基準 

工事の 

種類  

  

格付 

土木一式

工事 

建築一式 

工事 
電気工事 管工事 舗装工事 造園工事 

水道施設 

工事 
その他 

Ａ 

総合数値

750 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

3,000 万

円以上 

総合数値

750 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

3,000 万 

円以上 

総合数値

680 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高 

1,250 万

円以上 

総合数値 

700 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高 

2,000 万

円以上 

総合数値

750 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1,500 万

円以上 

総合数値

700 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1,250 万

円以上 

総合数値

700 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高 

2,000 万

円以上 

総合数値

700 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1,500 万

円以上 

Ｂ 

総合数値

650 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1,000 万

円以上 

 

(格付Ａに

該当する

ものを除

く。) 

総合数値

600 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1,000 万 

円以上 

 

(格付Ａに

該当する

ものを除

く。) 

総合数値

1 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1 円以上 

 

 

(格付Ａに

該当する

ものを除

く。) 

総合数値 

630 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

750 万円

以上 

 

( 格 付 Ａ

に該当す

るものを

除く。) 

総合数値

500 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

750 万円

以上 

 

(格付Ａに

該当する

ものを除

く。) 

総合数値

1 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1 円以上 

 

 

(格付Ａに

該当する

ものを除

く。) 

総合数値

630 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

750 万円

以上 

 

(格付Ａに

該当する

ものを除

く。) 

総合数値

600 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

750 万円

以上 

 

(格付Ａに

該当する

ものを除

く。) 

Ｃ 

総合数値

1 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1 円以上 

 

(格付Ａ及

び格付Ｂ

に該当す

るものを

除く。) 

総合数値

1 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1 円以上 

 

(格付Ａ及

び格付Ｂ

に該当す

るものを

除く。) 

 

総合数値

1 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1 円以上 

 

(格付Ａ及

び格付Ｂ

に該当す

るものを

除く。) 

総合数値

1 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1 円以上 

 

(格付Ａ及

び格付Ｂ

に該当す

るものを

除く。) 

 

総合数値

1 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1 円以上 

 

(格付Ａ及

び格付Ｂ

に該当す

るものを

除く。) 

総合数値

1 点 

以上かつ 

年平均完

成工事高

1 円以上 

 

(格付Ａ及

び格付Ｂ

に該当す

るものを

除く。) 
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イ 格付別標準発注金額表 

  次の表の区分を基準に発注します。 

格付別標準発注金額表 

 

等級別 

格 付 

 

請 負 対 象 設 計 金 額 

土木一式 

工事 

建築一式 

工事 
電気工事 管工事 舗装工事 造園工事 

水 道施 設

工事 
その他 

Ａ 
3,000 万円

以上 

3,000 万円

以上 

1,250 万円 

以上 

2,000 万円 

以上 

1,500 万円 

以上 

1,250 万円

以上 

2,000 万円

以上 

1,500 万円 

以上 

Ｂ 

1,000 万円 

以上 

3,000 万円 

未満 

1,000 万円 

以上 

3,000 万円 

未満 

1,250 万円 

未満 

750 万円 

以上 

2,000 万円 

未満 

750 万円 

以上 

1,500 万円 

未満  

1,250 万円

未満 

750 万円 

以上 

2,000 万円 

未満 

750 万円 

以上 

1,500 万円 

未満 

Ｃ 
1,000 万円 

未満 

1,000 万円 

未満  
 

750 万円 

未満 

750 万円 

未満 
 

750 万円 

未満 

750 万円 

未満 
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２ 総合評価落札方式一般競争入札の改正について 

 

１ 趣旨 

  価格と品質で総合的に優れた調達のさらなる推進を図るため、平成３１年度における総

合評価落札方式一般競争入札を、次のとおり改正します。 

 

２ 発注対象工事 

(1) 簡易Ⅰ型 

工事実績のほか、簡易な施工計画を求め評価するもの。 

(2) 簡易Ⅱ型 

工事実績を中心に評価項目を設定し評価するもの。 

 

３ 改正点 

(1) 対象金額について 

   原則として、請負対象設計金額が１億円以上のものを対象とします。 

(2) 対象工種について 

   災害復旧工事を除くすべての工種を対象とします。  

(3) 評価項目について  

型別 評価項目 平成 30 年度 平成 31 年度 

簡易Ⅰ型 
 

施工計画のみ 
施工計画のほか簡易Ⅱ型

の評価項目を加える 

簡易Ⅰ型 

平成 31 

年度から 

 

簡易Ⅱ型 

同種･類似工事の施工実

績（直近 15 年間） 

平成 15 年 4 月 1 日以降の

施工実績 

平成 16 年 4 月 1 日以降の

施工実績 

工事成績評定点 

（直近 3 年間の平均） 

平成 27年度から平成 29年

度までの同一工種平均点 
※ただし、平成 30 年 5 月 31 日以前
に公告を行う案件は、平成 26 年度か
ら平成 28 年度までの平均点 

平成 28年度から平成 30年

度までの同一工種平均点 
※ただし、平成 31 年 5 月 31 日以前
に公告を行う案件は、平成 27 年度か
ら平成 29 年度までの平均点 

市内本店要件 配点 0.5 点 配点 1.0 点 

簡易Ⅰ型 

簡易Ⅱ型 

市内における同種工事

の元請施工実績 

（直近 15 年間） 

― 配点 1.0 点 

一次下請における市内

企業の活用 
― 

配点 1.0 点（50％以上） 

配点 0.5 点（25％以上） 

指定資材における市内

企業からの調達 
― 

配点 1.0 点（80％以上） 

配点 0.5 点（40％以上） 

施工体制 
※前年度に完了検査を受けた低
入札工事の成績評定が全て 80 点

以上であった者は調査基準価格
以上での応札者と同様に評価 

― 
調査基準価格以上での入札 

配点 5.0 点  
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  ※なお、平成 32 年度には、評価項目を次のとおり変更する予定です。 

型別 評価項目 平成 31 年度 平成 32 年度 

簡易Ⅰ型 

簡易Ⅱ型 

災害応急対策活動の 

有無 

協定を締結し、応札実績 

あり（6 回以上） 

協定を締結し、受注実績 

あり（6 回以上） 

協定を締結し、応札実績 

あり（3 回以上） 

協定を締結し、受注実績 

あり（3 回以上） 

  受注実績とは、平成 29 年度から平成 32 年度において、一般競争入札、指名競争入札又は公開見

積り合わせにより実施した災害復旧工事の受注実績を、上記の回数以上有する場合をいいます。 

 

(4) 採点方式について 

   自己採点方式を試行します。 

 

(5) 受注件数の制限について 

   総合評価落札方式により落札した工事の手持ち件数は、５件を限度とします。 

  （平成 30 年度まで 3 件を限度） 

   ※件数は、原則開札日の前日の状況とします。ただし、開札日以降に工期の終期が到来する工事であっ

ても完了検査が終了し、開札日の前日までに交付された検査確認通知書の写しを提出できる場合は、

件数には含まないものとします。 

   ※件数には、落札候補者となった工事を含むものとします。したがって、件数 5 件を超える者が、落札

候補者となった場合は、当該入札を無効とします。なお、この場合においては、指名除外等ペナルテ

ィの対象外とします。 

   ※落札決定は、開札日時の早いものから行います。 

 

(6) 評価内容の担保(ペナルティ)について 

      受注者の提出した技術資料等に記載した内容が評価され、それにより得点を得ている場合、受注者の責

によりその履行が満足されなかったときは、次のとおり工事成績評定点の減点等を行います。このため、

技術資料等は内容の検討を十分行ったうえで作成してください。 

      未実施の評価内容ごとに工事成績評定点を、施工計画についての評価項目は各 10 点、その他の評価項

目は各 5 点減点します。また、指名除外措置の対象とする場合があります。なお、受注者は技術資料等

に記載した内容を施工計画書に明記することとし、検査時には適切な履行を行った事実が確認できるも

のを提出してください。 

 

   

４ 適用日 

平成 31 年 4 月 1 日以降に公告する案件から適用します。 
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区分 評価内容
市内本店

のみ
市外

参加可
市内本店

のみ
市外

参加可

4点 2点 4点 2点

4点 4点 4点 4点

― 2点 ― 2点

4.75点 3.75点 4点 3.75点

0.25点 0.25点 0.25点 0.25点

5点 5点 5点 5点

18～28点 17～27点
17.25～
27.25点

17～27点

※1　

※2　

※3

※4

※5

※6

※7

Ⅰ
型

○

△
(協定締結のみ

0.25点)

―

○ ○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

― ○

― ○

○

○ ○ ○ ○

○

○ ○

○

○

○ ○

○ ○○○

○ ―

○ ○

○

○

○

○

―

○

○

○

―

○

○

―

○

1点

(1)障害者雇用の状況　※5

(2)広島県アダプト制度(マイロード・ラブリバー制度)
   における活動実績の有無  （前年度）

(3)東広島市公園里親制度における活動実績の有無
 　（前年度）

(4)市内企業の活用割合
　(一次下請総額に占める市内企業の割合)

(5)市内企業からの指定資材調達割合

(1)災害応急対策活動等

(1)地域内における本店の有無

(2)地域内における同種工事の元請施工実績
   (直近15年間）

0.25点

0.5点

1点

1点

1点 ―

○

2点

2点

4.地域の精通性

5.地域貢献の実績

2.企業の施工能力

3.配置予定技術者
の能力

1.施工計画

(1)施工計画の実施手順の妥当性

(2)工期設定の適切性

(3)施工に関する課題への対応の適切性

(1)同種・類似工事の施工実績
　　（直近15年間） ※1

(2)工事成績評定点 ※2

(1)主任(監理)技術者の保有する資格
   (専門資格を含む)　※3

(2)主任(監理)技術者の同種･類似工事の施工経験
   の有無　（直近15年間）  ※1

(3)施工経験工事の従事形態　　※4

(4)継続教育(CPD)の取組状況

1点

1点

1点

1点

(5)若手技術者(39歳以下)又は女性技術者の活用 1点

6～10点

△
（1項目以上選択）

△
（1項目以上選択）

△
（選択）

△
（選択）

△
（選択）

△
（選択）

(4)品質の確認方法、管理方法の適切性

配点
土木一式

左記以外
(建築一式、舗装、その他)

2点

平成31年度　総合評価落札方式一般競争入札　　評価項目・配点

6点

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

○ ○
(1)調査基準価格に基づく施工体制の確保
  (前年度に完了検査を受けた低入札工事の成績評定が全て良好で

   あった者は調査基準価格以上と同様に加点)　※6

6.社会貢献

7.施工体制
5点 ○ ○

0.25点 ○ ○

2点

1点

評価項目

6～10点

業者との間に第三者の介入する余地の無い雇用に関する一定の権利義務関係が開札日前に連続して3か月以上存すること）にある場合に評価の対象とする。

網掛け部分は平成31年度からの新設・改正項目である。

65点未満の者又は実績のない者は、0点とする。

技術者資格の配点は次のとおりとする。

　専門資格設定ありの場合： 専門資格あり 1.0 、 専門資格なし・1級技士 0.5 、 専門資格なし・2級技士 0.25

合　　計

3.(2)において評価した場合に評価の対象とする。

　専門資格設定なしの場合： 1級技士 1.0 、 2級技士 0.5

障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和35年法律第123号)に基づく雇用義務がない者にあっては、入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係(所属建設

○

○

○

平成16年4月1日以降に完成した元請施工実績を評価の対象とする。

平成28年度から平成30年度までの同一工種の平均点とする。

（ただし、平成31年5月31日以前に公告を行う案件は、平成27年度から平成29年度までの平均点とする。）

調査基準価格未満の応札者のうち、前年度に完了検査を受けた同一工種での低入札工事の工事成績評定が全て８０点以上であった者は、調査基準価格以

上での応札者と同様に評価する。

平均工事成績評定点 85点以上

平均工事成績評定点 65点～85点未満

2.0

2.0×（平均工事成績評定点-65）/20

区分 得点

Ⅰ
型
・
 
 
 
 
 
共
通

 

Ⅱ
型
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(様式第10号・１枚目)

　
円

（うち指定資材調達予定金額 円)

Ａ 円

Ｂ （うち指定資材調達予定金額 円)

Ｃ 円

Ｄ （うち指定資材調達予定金額 円)

Ｅ 円

Ｆ （うち指定資材調達予定金額 円)

Ｇ 円

Ｈ （うち指定資材調達予定金額 円)

 6　指定資材調達予定金額を除いた一次下請予定金額

　 　Ｉ＝（Ｇ-Ｈ）＋（Ｅ-Ｆ）　

 7　指定資材調達予定金額を除いた市外企業の一次下請予定金額

   　Ｊ＝Ｃ-Ｄ

 8　市内企業の活用金額（市内企業施工金額）

 　　Ｋ＝Ｉ-Ｊ

 9　市内企業の活用割合（市内企業施工割合）

 　　K÷I×100　（小数点以下切り捨て）

円

円

3　 金額は円単位とし、消費税及び地方消費税相当額を除いた金額とする。

円

（注）

1 　下請契約とは、一次下請との契約のうち、建設業法第2条第4項に係る建設工事を対象とする。したがって、交通誘導

　　員、リース、運搬等に係る契約等は含めない。

2　　「1　入札金額」 の 「うち指定資材調達予定金額」 は、様式第11号の 「3　指定資材調達予定金額合計（C）」 と一致

 　させること。不一致又は記載がされていない場合は、当該項目及び関連項目は０点とする。

％

企業の地域貢献の実績（東広島市内企業の活用割合）

・東広島市内企業の活用割合（一次下請総額に占める、東広島市内企業への一次下請金額の割合）

商号又は名称：

 1　入札金額

 5　元請の自社施工予定金額
　　※市内企業が元請の場合のみ記載すること。

 2　市内企業の一次下請予定金額合計
　   ※2枚目から転記

 3　市外企業の一次下請予定金額合計
　　※2枚目から転記

 4　一次下請予定金額
　　※２枚目から転記
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(様式第10号・2枚目)

企業名 所在地 下請工事の内容

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

Ａ 円

Ｂ （うち指定資材調達予定金額 円)

企業名 所在地 下請工事の内容

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円
（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

円

（うち指定資材調達予定金額 円)

Ｃ 円

Ｄ （うち指定資材調達予定金額 円)

Ｅ＝Ａ+Ｃ Ｅ 円

Ｆ＝Ｂ+Ｄ Ｆ （うち指定資材調達予定金額 円)

 4　この表で、全て記載できない場合は、この様式を複写して添付すること。

（注）

 1　下請契約とは、一次下請との契約のうち、建設業法第2条第4項に係る建設工事を対象とする。したがって、交通誘導

　 員、リース、運搬等に係る契約等は含めない。

 2　市内及び市外企業の一次下請予定金額に指定資材費を含む場合は、 「うち指定資材調達予定金額」の欄に、様式第

　11号の指定資材調達予定金額を記載すること。

 3　金額は円単位とし、消費税及び地方消費税相当額を除いた金額とする。

 1　市内企業の一次下請予定金額の内訳

一次下請予定金額 （税抜）

市
　
　
内

市内企業の一次下請予定金額合計
※1枚目の 「2 市内企業の一次下請予定金額合計」 と一致させること。

市外企業の一次下請予定金額合計
※1枚目の 「3 市外企業の一次下請予定金額合計」 と一致させること。

 2　市外企業の一次下請予定金額の内訳

市
　
　
外

合　　計

一次下請予定金額 （税抜）
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(様式第11号)

商号又は名称：

指定資材名 調達先企業名

円

円

円

円

円

円

円

指定資材名 調達先企業名

円

円

円

円

円

円

円

円

　　一致させること。不一致又は記載がされていない場合は、当該項目及び関連項目は０点とする。

 4　金額は円単位とし、消費税及び地方消費税相当額を除いた金額とする。

 5　この表で全て記載できない場合は、この様式を複写して添付すること。

（注）

 1　指定資材は、案件ごと別に定めるものとする。

 2　「3 指定資材調達予定金額合計（ｃ）」は、様式第10号・1枚目の 「1 入札金額」 の 「うち指定資材調達予定金額」と

 4　指定資材調達予定金額に対する市内企業の割合

　　（ａ）÷（ｃ）×100 （小数点以下切捨て）
％

 3　指定資材調達予定金額は、指定資材に係る金額のみを記載し、施工費等を含めないこと。

 3　指定資材調達予定金額合計　（ｃ）＝（ａ）＋（ｂ）

 小計 （ｂ）

市
　
　
内

 東広島市内における本店、支店、
営業所又は工場の所在地

指定資材調達
予定金額 (税抜)

東広島市

東広島市

東広島市

東広島市

東広島市

東広島市

企業の地域貢献の実績（東広島市内企業からの指定資材調達割合）

・東広島市内企業からの指定資材調達割合 （指定資材調達総額に占める、東広島市内企業からの調達

金額の割合）

指定資材調達
予定金額 (税抜)

市
　
　
外

 2　市外企業からの指定資材調達予定金額の内訳

所在地

 小計 （ａ）

 1　市内企業からの指定資材調達予定金額の内訳
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1 自己採点方式とは 

  自己採点方式とは、東広島市が定める評価項目について入札者が自己採点し、その得点とその他

東広島市が評価する得点の合計点及び入札価格をもとに算出した評価値の最も高い者について、技

術資料等の審査を行う方式です。 

 

2 自己採点の対象 

簡易Ⅰ型：「施工計画」、「企業の施工能力（工事成績評定点）」及び「施工体制」を除く評価項目 

簡易Ⅱ型：「企業の施工能力（工事成績評定点）」及び「施工体制」を除く評価項目 

※「施工計画」、「企業の施工能力（工事成績評定点）」及び「施工体制」は東広島市において採点

します。 

 

3 実施の時期 

平成 31年 4月 1日以降に公告する案件から適用します。 

 

4 自己採点方式の概要 

(1) 自己採点表の作成・提出について 

① 入札参加希望者は、自己採点表及び技術資料の様式を、東広島市総務部契約課ホームページか

らダウンロードします。 

② 入札参加希望者は、技術資料を作成し、その内容に基づき、自己採点表の自己採点欄に自ら評

価した点数を記載します。（「別紙 1：提出イメージ」参照） 

③ 簡易Ⅰ型の入札参加希望者 

自己採点表と技術資料を別々の封筒に封入し、入札期間中に東広島市総務部契約課へ提出し

ます。（電子入札システムを使用して提出することも可能です。） 

簡易Ⅱ型の入札参加希望者 

自己採点表のみを封筒に封入し、入札期間中に東広島市総務部契約課へ提出します。（電子

入札システムを使用して提出することも可能です。） 

(2) 発注者の審査及び落札者の決定 

① 開札後、入札金額が失格基準価格未満であった者、入札が無効になった者を除く入札者につい

て、自己採点表と入札価格をもとに評価値を算出します。（東広島市採点分も含みます。） 

② 簡易Ⅱ型については、①における評価値の上位 3者に対して技術資料の提出を求めます。 

③ 上位 3者のうち評価値の最も高い者について、技術資料に基づき評価内容を審査します。 

（「別紙 2：審査後イメージ」参照） 

④ ③において自己採点表の得点に誤りがあった場合には、次の基準により採点を行います。 

ア 過大評価（技術資料審査の結果、自己採点より得点が下がる場合） 

誤りのあった評価内容について、審査後の得点の 1/2をその評価内容の得点とします。 

総合評価落札方式に係る「自己採点方式」ついて 
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イ 過小評価（技術資料審査の結果、自己採点より得点が上がる場合） 

誤りのあった評価内容について、評価を修正せず自己採点表のとおりの得点とします。 

ウ 自己採点表が未提出の場合は、入札を無効とします。 

エ 提出された自己採点表について、未記入の項目がある場合には、その項目の得点を０点と

します。 

⑤ 審査の結果、自己採点が正しかった場合、自己採点表に誤りがあった場合でも評価値の最も高

い者に変更がない場合は、当該入札者を落札候補者として決定します。評価値の最も高い者が

変動する場合は、変動後の評価値の最も高い者の審査を行い、以降、決定するまで審査を繰り

返します。 

⑥ ⑤で評価値の最も高い者について、（低入札価格調査、）資格要件の確認を行い、総合評価審査

委員会等を開催し、落札者を決定します。 

(3) その他留意事項 

① 評価後の配点に小数第５位以下の数が出る場合は、小数第５位を四捨五入した数を配点としま

す。 

② 自己採点方式では、原則として提出された「自己採点表」等をもとに算出した評価値の最も高

い者についてのみ技術資料を審査し、評価値が 2 位以下の者については審査を行わないため、

公表する技術評価点及び評価値は正しいものとは限りません。 

③ 提出された自己採点表及び技術資料等は、書換え、引換え、追加又は撤回をすることはできま

せん。 

④ 自己採点表の未提出あるいは記入内容によって、以降の入札の指名等について不利益な取り扱

いは行いません。 
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（様式第13号）

　　　　　　　　　　　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

評価項目 評価内容 評価基準 配点 自己採点 得点

(1)施工計画の実施手順の妥当性 2.0～0.0

(2)工期設定の適切性 2.0～0.0

(3)施工に関する課題への対応の適切性 6.0(3.0)～0.0

(4)品質の確認方法、管理方法の適切性 6.0(3.0)～0.0

公共団体発注の同種工事の実績あり 2.0

公共工事発注の類似工事の実績あり 1.0

その他 0.0

平均工事成績評定点 85点以上 2.0

平均工事成績評定点 65点以上85点未満
2.0×(平均工事成績

表定点-65)/20

平均点65点未満又は実績なし 0.0

[専門資格あり]   [1.0]

[専門資格なし、技術士又は1級技士]　 〈1級技士〉  [0.5]、〈1.0〉

[専門資格なし、2級技士 ]　　〈2級技士〉 [0.25]、〈0.5〉

その他  [0.0]、〈0.0〉

公共団体発注の同種工事の実績あり 1.0

公共工事発注の類似工事の実績あり 0.5

その他 0.0

監理技術者又は主任技術者 1.0

現場代理人 0.5

その他 0.0

20単位以上取得 1.0

10単位以上20単位未満取得 0.5

10単位未満又は取得なし 0.0

主任(監理)技術者として配置 1.0

その他 0.0

東広島市内に本店を有している 1.0

東広島市内に本店を有していない 0.0

東広島市内における公共団体発注の同種工
事の実績あり

1.0

東広島市内における施工実績なし 0.0

協定を締結し、応札実績あり (6回以上) 1.0

協定を締結し、応札実績あり (3回以上) 0.5

協定締結あり 0.25

協定締結なし 0.0

市内箇所において認定され、活動実績あり 0.25

活動実績なし 0.0

認定され、活動実績あり 0.5

活動実績なし 0.0

一次下請の市内活用率が 50％以上 1.0

一次下請の市内活用率が 25％以上　 0.5

一次下請の市内活用率が 25％未満 0.0

指定資材の市内調達率が 80％以上 1.0

指定資材の市内調達率が 40％以上　 0.5

指定資材の市内調達率が 40％未満 0.0

法定雇用率の2倍以上 (雇用義務がない者で1名以上) 0.25

法定雇用率以上 0.1

雇用していない 0.0

調査基準価格以上での入札 5.0

調査基準価格未満での入札 0.0

印　　

(5)若手技術者(39歳以下)又は女性
   技術者の活用

7.
 施工体制

(1)調査基準価格に基づく施工体制
   の確保  (前年度に完了検査を受けた低入
  札工事の成績評定が全て良好であった者は調
  査基準価格以上での応札者と同様に評価)

小計

小計

小計

(1)障害者雇用の状況

小計

(2)広島県アダプト制度(マイロード・ラブリ
   バー制度)における活動実績の有無
   (前年度)

(3)東広島市公園里親制度における
   活動実績の有無 (前年度)

(4)市内企業の活用割合
   (一次下請総額に占める市内企業
   の割合)

(5)市内企業からの指定資材調達割合

(2)工事成績評定点
　 （直近3年間の平均）

小計

工 事 名

工事場所  東広島市

価
格
以
外
の
評
価
点

6.
 社会貢献

合計

3.
 配置予定技
 術者の能力

5.
 地域貢献の
 実績

自己採点表　（簡易Ⅰ型）

4.
 地域の精通
 性

(1)主任(監理)技術者の保有する資格
   [専門資格設定ありの場合]
　〈専門資格設定なしの場合〉

※1級技士又は2級技士には、同等資格も含む。

(2)主任(監理)技術者の同種・類似工
   事の施工経験の有無
   （直近15年間）

(3)施工経験工事の従事形態

(4)継続教育 (CPD) の取得状況

(1)地域内における本店の有無

(2)地域内における同種工事の元請
   施工実績 (直近15年)

小計

(1）災害応急対策活動の有無

2.
 企業の施工
 能力

小計

1.
 施工計画

(1)同種・類似工事の施工実績
   （直近15年）
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（様式第13号）

　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

評価項目 評価内容 評価基準 配点 自己採点 得点

公共団体発注の同種工事の実績あり 2.0

公共工事発注の類似工事の実績あり 1.0

その他 0.0

平均工事成績評定点　85点以上 2.0

平均工事成績評定点　65点以上85点未満
2.0×(平均工事成績

表定点-65)/20

平均点65点未満又は実績なし 0.0

[専門資格あり]   [1.0]

[専門資格なし、技術士又は1級技士]　 〈1級技士〉  [0.5]、〈1.0〉

[専門資格なし、2級技士 ]　　〈2級技士〉 [0.25]、〈0.5〉

その他  [0.0]、〈0.0〉

公共団体発注の同種工事の実績あり 1.0

公共工事発注の類似工事の実績あり 0.5

その他 0.0

監理技術者又は主任技術者 1.0

現場代理人 0.5

その他 0.0

20単位以上取得 1.0

10単位以上20単位未満取得 0.5

10単位未満又は取得なし 0.0

主任(監理)技術者として配置 1.0

その他 0.0

東広島市内に本店を有している 1.0

東広島市内に本店を有していない 0.0

東広島市内における公共団体発注の同種工
事の実績あり

1.0

東広島市内における施工実績なし 0.0

協定を締結し、応札実績あり (6回以上) 1.0

協定を締結し、応札実績あり (3回以上) 0.5

協定締結あり 0.25

協定締結なし 0.0

市内箇所において認定され、活動実績あり 0.25

活動実績なし 0.0

認定され、活動実績あり 0.5

活動実績なし 0.0

一次下請の市内活用率が 50％以上 1.0

一次下請の市内活用率が 25％以上　 0.5

一次下請の市内活用率が 25％未満 0.0

指定資材の市内調達率が 80％以上 1.0

指定資材の市内調達率が 40％以上　 0.5

指定資材の市内調達率が 40％未満 0.0

法定雇用率の2倍以上 (雇用義務がない者で1名以上) 0.25

法定雇用率以上 0.1

雇用していない 0.0

調査基準価格以上での応札 5.0

調査基準価格未満での応札 0.0

合計

価
格
以
外
の
評
価
点

5.
 社会貢献

(1)障害者雇用の状況

小計

3.
 地域の精通
 性

(1)地域内における本店の有無

2.
 配置予定技
 術者の能力

(1)主任(監理)技術者の保有する資格
   [専門資格設定ありの場合]
　〈専門資格設定なしの場合〉

※1級技士又は2級技士には、同等資格も含む。

(4)継続教育 (CPD) の取得状況

(5)市内企業からの指定資材調達割合

(5)若手技術者(39歳以下)又は女性
   技術者の活用

4.
 地域貢献の
 実績

(4)市内企業の活用割合
   (一次下請総額に占める市内企業
   の割合)

6.
 施工体制

(1)調査基準価格に基づく施工体制
   の確保   (前年度に完了検査を受けた低入
  札工事の成績評定が全て良好であった者は調
  査基準価格以上での応札者と同様に評価)

小計

小計

小計

小計

(2)広島県アダプト制度(マイロード・ラブリ
   バー制度)における活動実績の有無
   (前年度)

(3)東広島市公園里親制度における
   活動実績の有無 (前年度)

(1）災害応急対策活動の有無

小計

(2)地域内における同種工事の元請
   施工実績 (直近15年)

自己採点表　（簡易Ⅱ型）

工 事 名

工事場所  東広島市

印    

1.
 企業の施工
 能力

(1)同種・類似工事の施工実績
   （直近15年）

(3)施工経験工事の従事形態

(2)工事成績評定点
　 （直近3年間の平均）

(2)主任(監理)技術者の同種・類似工
   事の施工経験の有無
   （直近15年間）

-13- H31.3.28 入札・契約制度説明会資料（建設工事）



（様式第13号）

　　　　　　　　　　　　　　住所 ○ ○ 市 ○ ○ 町 ○ ○ ○
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称 ○ ○ ○ ○建 設 株式会社
　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名 ○○○○   ○ ○  ○ ○ 　　　　　　　印

評価項目 評価内容 評価基準 配点 自己採点 得点

公共団体発注の同種工事の実績あり 2.0

公共工事発注の類似工事の実績あり 1.0

その他 0.0

平均工事成績評定点85点以上 2.0

平均工事成績評定点65点以上85点未満
2.0×(平均工事成績

表定点-65)/20

平均点65点未満又は実績なし 0.0

[専門資格あり]   [1.0]

[専門資格なし、技術士又は1級技士]　 〈1級技士〉  [0.5]、〈1.0〉

[専門資格なし、2級技士 ]　　〈2級技士〉 [0.25]、〈0.5〉

その他  [0.0]、〈0.0〉

公共団体発注の同種工事の実績あり 1.0

公共工事発注の類似工事の実績あり 0.5

その他 0.0

監理技術者又は主任技術者 1.0

現場代理人 0.5

その他 0.0

20単位以上取得 1.0

10単位以上20単位未満取得 0.5

10単位未満又は取得なし 0.0

3.0
東広島市内に本店を有している 1.0

東広島市内に本店を有していない 0.0

東広島市内における公共団体発注の同種工
事の実績あり

0.5

東広島市内における施工実績なし 0.0

2.0
協定を締結し、応札実績あり (6回以上) 1.0

協定を締結し、応札実績あり (3回以上) 0.5

協定締結あり 0.25

協定締結なし 0.0

市内箇所において認定され、活動実績あり 0.25

活動実績なし 0.0

認定され、活動実績あり 0.5

活動実績なし 0.0

主任(監理)技術者として配置 1.0

その他 0.0

一次下請の市内活用率が 50％以上 1.0

一次下請の市内活用率が 25％以上　 0.5

一次下請の市内活用率が 25％未満 0.0

指定資材の市内調達率が 80％以上 1.0

指定資材の市内調達率が 40％以上　 0.5

指定資材の市内調達率が 40％未満 0.0

2.25
法定雇用率の2倍以上 (雇用義務がない者で1名以上) 0.25

法定雇用率以上 0.1

雇用していない 0.0

0.0

調査基準価格以上での応札 5.0

調査基準価格未満での応札 0.0
6.
 施工体制

(1)調査基準価格に基づく施工体制
   の確保   (前年度に完了検査を受けた低入
  札工事の成績評定が全て良好であった者は調
  査基準価格以上での応札者と同様に評価)

小計

合計

価
格
以
外
の
評
価
点

3.
 地域の精通
 性

4.
 地域貢献の
 実績

1.
 企業の施工
 能力

(1)同種・類似工事の施工実績
   （直近15年間）

小計

2.
 配置予定技
 術者の能力

(1)主任(監理)技術者の保有する資格
   [専門資格設定ありの場合]
　〈専門資格設定なしの場合〉

※1級技士又は2級技士には、同等資格も含む。

(3)施工経験工事の従事形態

小計

(1)地域内における本店の有無

(2)地域内における同種工事の元請
   施工実績 (直近15年間)

小計

(1）災害応急対策活動の有無

(5)市内企業の活用割合
   (一次下請総額に占める市内企業
   の割合)

2.0

(2)工事成績評定点
　 （直近3年間の平均）

1.0

(2)主任(監理)技術者の同種・類似工
   事の施工経験の有無
   （直近15年間）

0.5

自己採点表　（簡易Ⅱ型）

工 事 名   ○○年度　○○○○事業　○○○○○○○○○工事

工事場所   東広島市○○○○

1.0

(4)継続教育 (CPD) の取得状況 0.5

1.0

1.0

0.5

0.5

(3)東広島市公園里親制度における
   活動実績の有無 (前年度) 0.5

(2)広島県アダプト制度(マイロード・ラブリ
   バー制度)における活動実績の有無
   (前年度)

0.25

(4)若手技術者(39歳以下)又は女性
   技術者の活用 0.0

(6)市内企業からの指定資材調達割
   合 0.5

小計

5.
 社会貢献

(1)障害者雇用の状況 0.0

小計

記入 

別紙1  提出イメージ 

この表はイメージ図です。 

実際の評価項目及び配点は、この図

のとおりとは限りません。 

入札公告・ 

共通事項を 

参考に記入 

記入 

印 
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（様式第13号）

　　　　　　　　　　　　　　住所 ○ ○ 市 ○ ○ 町 ○ ○ ○
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称 ○ ○ ○ ○建 設 株式会社
　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名 ○○○○   ○ ○  ○ ○ 　　　　　　　印

評価項目 評価内容 評価基準 配点 自己採点 得点

公共団体発注の同種工事の実績あり 2.0

公共工事発注の類似工事の実績あり 1.0

その他 0.0

平均工事成績評定点 85点以上 2.0

平均工事成績評定点 65点以上85点未満
2.0×(平均工事成績

表定点-65)/20

平均点65点未満又は実績なし 0.0

2.0 0.5
[専門資格あり]   [1.0]

[専門資格なし、技術士又は1級技士]　 〈1級技士〉  [0.5]、〈1.0〉

[専門資格なし、2級技士 ]　　〈2級技士〉 [0.25]、〈0.5〉

その他  [0.0]、〈0.0〉

公共団体発注の同種工事の実績あり 1.0

公共工事発注の類似工事の実績あり 0.5

その他 0.0

監理技術者又は主任技術者 1.0

現場代理人 0.5

その他 0.0

20単位以上取得 1.0

10単位以上20単位未満取得 0.5

10単位未満又は取得なし 0.0

3.0 3.0
東広島市内に本店を有している 1.0

東広島市内に本店を有していない 0.0

東広島市内における公共団体発注の同種工
事の実績あり

1.0

東広島市内における施工実績なし 0.0

2.0 2.0
協定を締結し、応札実績あり (6回以上) 1.0

協定を締結し、応札実績あり (3回以上) 0.5

協定締結あり 0.25

協定締結なし 0.0

市内箇所において認定され、活動実績あり 0.25

活動実績なし 0.0

認定され、活動実績あり 0.5

活動実績なし 0.0

主任(監理)技術者として配置 1.0

その他 0.0

一次下請の市内活用率が 50％以上 1.0

一次下請の市内活用率が 25％以上　 0.5

一次下請の市内活用率が 25％未満 0.0

指定資材の市内調達率が 80％以上 1.0

指定資材の市内調達率が 40％以上　 0.5

指定資材の市内調達率が 40％未満 0.0

2.25 2.25
法定雇用率の2倍以上 (雇用義務がない者で1名以上) 0.25

法定雇用率以上 0.1

雇用していない 0.0

0.0 0.0
調査基準価格以上での応札 5.0

調査基準価格未満での応札 0.0

5.0 5.0
14.25 12.75合計

価
格
以
外
の
評
価
点

6.
 施工体制

(1)調査基準価格に基づく施工体制
   の確保   (前年度に完了検査を受けた低入
  札工事の成績評定が全て良好であった者は調
  査基準価格以上での応札者と同様に評価)

5.0

2.0

(2)主任(監理)技術者の同種・類似工
   事の施工経験の有無
   （直近15年間）

0.5

1.0

1.0

(3)東広島市公園里親制度における
   活動実績の有無 (前年度)

(2)広島県アダプト制度(マイロード・ラブリ
   バー制度)における活動実績の有無
   (前年度)

(4)若手技術者(39歳以下)又は女性
   技術者の活用

(6)市内企業からの指定資材調達割
   合 0.5

5.0

小計

3.
 地域の精通
 性

4.
 地域貢献の
 実績

1.
 企業の施工
 能力

(1)同種・類似工事の施工実績
   （直近15年間）

小計

2.
 配置予定技
 術者の能力

(1)主任(監理)技術者の保有する資格
   [専門資格設定ありの場合]
　〈専門資格設定なしの場合〉

※1級技士又は2級技士には、同等資格も含む。

(3)施工経験工事の従事形態

小計

(1)地域内における本店の有無

(2)地域内における同種工事の元請
   施工実績 (直近15年間)

小計

(1）災害応急対策活動の有無

(5)市内企業の活用割合
   (一次下請総額に占める市内企業
   の割合)

0.5

自己採点表　（簡易Ⅱ型）

工 事 名   ○○年度　○○○○事業　○○○○○○○○○工事

工事場所   東広島市○○○○

0.5
（1.0）

(2)工事成績評定点
　 （直近3年間の平均） 0.0 0.0

1.0 1.0

　　東広島市長　　様

1.0

(4)継続教育 (CPD) の取得状況 0.5
0.5

（1.0）

1.0 1.0

1.0

0.5 0.5

0.5 0.5

0.25

0.5 0.5

0.25

0.0 0.0

0.5

小計

5.
 社会貢献

(1)障害者雇用の状況 0.0 0.0

小計

印 ○過大評価の場合 

  「審査後の点」 × 1/2 とする 

    ・自己採点 ： ２．０点 

     ・市の審査 ： １．０点 

  → 評価結果 ： 0.5点（1.0点×1/2） 

○過小評価の場合 

 「自己採点」を修正しないものとする 

   ・自己採点 ： ０．５点 

    ・市の審査 ： １．０点 

  → 評価結果 ： 0.5点（自己採点を採用） 

別紙2  審査後イメージ 
この表はイメージ図です。 

実際の評価項目及び配点は、この図

のとおりとは限りません。 

○ 「前年度に完了検査を受けた低入札工事の 

  成績評定が全て良好であった者」とは、 

  東広島市工事成績評定要領に基づく、前年度 

  の同一工種での低入札工事の工事成績評定 

  点が全て８０点以上であった者をいう。 
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３－① 災害復旧工事の執行について 

 

１ 要旨 

  災害復旧工事を円滑に進めるため、指名競争入札の適用を拡大します。 

 

２ 発注方法 

  災害復旧工事は、指名競争入札により発注します。また、早期復旧を目指すため災害復旧工

事においては、総合評価落札方式を原則適用しないものとします。 

 

対象工事 入札方法 

現行（通常工事） 一般競争入札 

災害復旧工事 指名競争入札 

  

※１ 指名競争入札も一般競争入札と同様に電子入札システムにより執行します。指名通知は、

電子入札システムにより行います。指名通知書には、入札日、設計図書の閲覧方法、質問書

の提出期限など入札に係る注意事項を詳細に記載します。必ず電子入札システムにより指名

通知書を確認してください。 

※２ 指名競争入札においては、指名されたにもかかわらず、入札辞退の意思表示なくして入

札に参加しなかった場合は、入札不参加（欠席）として指名除外措置の対象となります。入

札を辞退される場合は、必ず辞退届の提出（電子入札システムによる辞退の処理）をお願い

します。 

 
建設業者等指名除外基準要綱別表第１１ 

措 置 要 件 期 間 

（入札不参加） 

１１ 市発注工事の指名業者として指名されたにもかかわらず、入札辞退の意思

表示なくして入札に参加しなかったことが２度以上あるときで、直前に行っ

た入札不参加において指名除外措置を受けていないとき。 

 

当該認定をした

日から１か月以

上６か月以内 

 

３ 災害復旧工事における指名業者の選定方法について 

災害復旧工事の発注においては、東広島市建設工事等請負業者選定に関する規程に基づき、

選定の特例を設けます。 

  

ア 建設工事種類別格付基準【別表第１（第４条関係）】 

変更ありません。 

格付 土木一式工事 

Ａ 総合数値 750 点以上かつ年平均完成工事高 3,000 万円以上 

Ｂ 
総合数値 650 点以上かつ年平均完成工事高 1,000 万円以上 

(格付Ａに該当するものを除く。) 

Ｃ 
総合数値 1 点以上かつ年平均完成工事高 1 円以上 

(格付Ａ及び格付Ｂに該当するものを除く。) 
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イ 格付別標準発注金額表【別表第２（第４条関係）】 

  災害復旧工事における格付別発注金額を新たに定めます。 

 

現行（通常工事）            災害復旧工事 

等級別

格 付 
請負対象設計金額 

 等級別

格 付 
請負対象設計金額 

土木一式工事   土木一式工事 

Ａ 3,000 万円以上 
 

Ａ 8,000 万円以上 

Ｂ 
1,000 万円以上 

3,000 万円未満 

 
Ｂ 

3,500 万円以上 

8,000 万円未満 

Ｃ 1,000 万円未満 
 

Ｃ 3,500 万円未満 

     

※３ 下位の格付を対象とする工事であっても上位の格付の者を選定できるものとしま

す。 

※４ 災害査定箇所単位を複数箇所まとめて１つの工事として発注する場合等において

は、個々の工事単位（災害査定箇所単位）で最も設計金額が高額となる箇所の設計金

額により発注する格付を決定するものとします。 

 

【具体例】災害査定箇所単位３箇所をまとめて発注する場合の例 

 

○○地区災害復旧工事 

       全体請負対象設計金額 9,180 万円（税込） 

査定箇所１ 請負対象設計金額 1,080 万円（税込） 

査定箇所２ 請負対象設計金額 3,780 万円（税込） 

査定箇所３ 請負対象設計金額 4,320 万円（税込） 

 

通常工事の場合 

全体請負対象設計金額 9,180 万円（税込）で判断します。 

   

⇒  Ａランクを選定 

 

災害復旧工事の場合 

  災害査定箇所単位で最も金額の高い箇所の設計金額（事例の場合 4,320 万円）

で判断します。 

           

⇒  Ｂランクを選定 

（上位の格付（Ａランク）の者を選定することもできる。※３） 
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ウ 建設工事に係る指名業者選定数標準表【別表第３(第６条関係)】 

    変更ありません。 

請負対象設計金額 指名業者数 

9,000 万円以上   １２以上 

3,000 万円以上 9,000 万円未満   １０以上 

500 万円以上 3,000 万円未満   ８以上 

500 万円未満   ６以上 

 

災害復旧工事における指名業者の選定は、次のとおり行います。 

① 原則、災害復旧工事における格付別発注金額に基づき、工事場所と同一の町に主た

る営業所を有する者をすべて選定します。 

② 八本松町又は志和町を工事場所とする工事は、八本松町又は志和町のいずれかに主

たる営業所を有する者を選定します。 

③ 北部３町（福富町・豊栄町・河内町）を工事場所とする工事は、北部３町のいずれ

かに主たる営業所を有する者を選定します。 

④ 選定方法は、今後の応札状況を踏まえて随時見直しを行います。 

 

４ 適用日 

平成３１年１月２２日から適用します。 
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３－② 平成３０年７月豪雨に伴う災害復旧工事に係る主任技術者

及び現場代理人の兼務制限の緩和について（特例措置） 
 

１ 趣旨 

  平成３０年７月豪雨によって、市内の広範囲にわたって甚大な被害が生じ、

今後、集中的に発注される災害復旧工事について、入札の不調・不落を防止

し円滑な工事執行を図るため、主任技術者及び現場代理人（以下「主任技術

者等」という。）の兼務制限を緩和する。 

 

２ 内容 

次表の適用金額が３，５００万円未満（建築一式工事にあっては、７，００

０万円未満。以下同じ。）の災害復旧工事に係る主任技術者等は、兼務制限の

件数としてカウントしない。（兼務する全ての工事が３，５００万円未満かつ

東広島市内であれば、災害復旧工事の件数は無制限とする。） 

※１ 入札参加条件等において監理技術者の配置を求めている工事を含む。 

※２ 申請により、同一の主任技術者による管理が認められた公共工事に限る。 

※３ 兼務制限の件数から除く災害復旧工事に係る主任技術者等については、他の

工事の現場代理人と兼務する場合に行っている発注者双方の兼務承認の手続を

不要とする。 

 

３ 適用期間 

平成３０年９月１８日から当分の間とする。 

なお、従前の取扱いにより、契約済の工事又は公告・指名・見積依頼をした

工事についても、当該工事に関する共通仕様書、特記仕様書、誓約書の内容に

かかわらず、この取扱いの対象とする。また、過年度発生災害や今後発生する

災害もこの取扱いの対象とする。 

請負対象設計金額（税込） 主任（監理）技術者 現場代理人 

１

号

工

事 

・

総

合

評

価 

3,500万円以上 
（建築一式工事は、7,000万円以上） 

【監理技術者配置工事 ※１】 

兼務不可 兼務不可 

3,500万円以上  
（建築一式工事は、7,000万円以上） 

【主任技術者配置工事】 

２件以内 ※２ ２件以内 ※２ 

２

号

工

事 

・

総

合

評

価 

3,500万円未満  
（建築一式工事は、7,000万円未満） 

５件以内 

 

※災害復旧工事に係

る主任技術者等の件

数を除く。 ※３ 

５件以内 

現場代理人配置特例 

※災害復旧工事に係

る主任技術者等の件

数を除く。 ※３ 

500万円未満 
（建築一式工事は、1,500万円未満） 

兼務制限なし 
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４ 東広島市優良建設工事等表彰制度の創設 
 

１．目的 

優れた成績を修めた工事を施工した受注者等を表彰することにより、受注意

欲や業界の意識の高揚を図るとともに、建設業界の魅力や社会的評価を向上さ

せ、もって本市における工事の品質の向上及び適正な施工に資することを目的

とします。 

 

２ 選考基準 

表彰区分 表彰候補となる対象工事 表彰の選考・審査基準 

優良建設 

工事表彰 

前年度に市内業者（JV を除

く）が施工し、完成・引渡を受

けた評定対象工事（註）のうち、

80 点以上の工事 

左記工事において労働災害、公衆災害、

瑕疵修補請求、損害賠償請求等が発生して

おらず、かつ以下の審査基準をすべて満た

す受注者 

① 前年度の評定対象工事（註）において

下記に掲げる要件を満たしていること 

(1) 施工実績が 2 件以上 

(2) 平均点が 75 点以上 

(3) 65 点未満の工事がない 

② 前年度から表彰の前日まで指名除外を

受けていないこと 

③ 表彰することが著しく不適当でないこ

と 

特別表彰 同一の工種において、５年連続で優良表彰を受ける受注者 

註）最終契約金額 500 万円以上の工事。 

ただし当初契約金額 3500 万円未満の災害復旧工事等、一部対象外工事有。 

 

３ 被表彰者の審査等 

被表彰者の審査等は東広島市工事成績評定審査会において行い、市長が決

定します。 

 

４ 表彰及び公表の方法 

表彰は市長が表彰状を授与します。 

表彰後は市ホームページで公表を行います。 

 

５ 施行日等 

平成 32 年 4 月 1 日から施行します。 

被表彰者の選考は、平成 31 年度に引渡しを受けた工事を対象として、平

成 32 年度から行います。 
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５ その他 

 

① 建設工事等条件付一般競争入札公告共通事項の改正について 

   東広島市建設工事等条件付一般競争入札公告共通事項の（建設工事）（コ

ンサル等業務）（維持管理業務）（総合評価落札方式）の改正を行います。 

   主な改正点は、内訳書の作成に係る注意点、社会保険等未加入対策、維

持管理業務における技術者の配置、総合評価落札方式の制度改正に関連す

る事項です。 

   来年度の入札時には、改正内容を確認の上、参加いただきますよう、よ

ろしくお願いします。 

 

② 解体工事の経過期間終了について 

平成３１年５月３１日で解体工事の追加に伴う経過措置が終了し、「平成

２８年６月１日時点でとび・土工工事業に係る許可を受けている者であって、

解体工事業に該当する営業を営んでいるもの（経過措置とび・土工工事業者

をいう。すでに解体工事業の許可を受けたもの又は解体工事業に係る許可申

請をしたものを除く。）」については、平成３１年６月１日以降の解体工事の

施工には、解体工事業の許可が必要となりますのでご注意ください。 

 

③ 指名競争入札及び随意契約について 

提出期限までに、指名競争入札の場合は入札書又は辞退届、随意契約の場

合は見積書又は辞退届が提出されない場合、欠席となり指名除外の対象とな

ります。 

「指名通知書」や「随意契約に係る見積依頼書」を受け取られた方は、ご

注意ください。 

-31- H31.3.28 入札・契約制度説明会資料（建設工事）


